
大学名 設置者名

学部 学科等
入学
定員

免許状の種類 認定年度 卒業者数
教員

就職者数

教育学部
学校教育教
員養成課程

225人 216人 210人 79人

小一種免 平成１１年度 146人
中一種免（国語） 平成１１年度 24人
高一種免（国語） 平成１１年度 23人
高一種免（書道） 平成１１年度 7人
中一種免（社会） 平成１１年度 27人
高一種免（地理歴史）平成１１年度 23人
高一種免（公民） 平成１１年度 15人
中一種免（数学） 平成１１年度 21人
高一種免（数学） 平成１１年度 20人
中一種免（理科） 平成１１年度 23人
高一種免（理科） 平成１１年度 23人
中一種免（音楽） 平成１１年度 12人
高一種免（音楽） 平成１１年度 12人
中一種免（美術） 平成１１年度 9人
高一種免（美術） 平成１１年度 9人
高一種免（工芸） 平成１１年度 0人
中一種免（保健体育）平成１１年度 27人
高一種免（保健体育）平成１１年度 27人
中一種免（技術） 平成１１年度 13人
高一種免（工業） 平成１１年度 7人
高一種免（情報） 平成１３年度 15人
中一種免（家庭） 平成１１年度 13人
高一種免（家庭） 平成１１年度 13人
中一種免（英語） 平成１１年度 15人
高一種免（英語） 平成１１年度 15人
幼一種免 平成１１年度 40人

養護学校教
員養成課程

15人 養学一種免 平成１１年度 13人 13人 2人

生涯教育総
合課程

35人 34人 15人 8人

中一種免（英語） 平成１１年度 7人
高一種免（英語） 平成１１年度 7人
中一種免（保健） 平成１１年度 0人
高一種免（保健） 平成１１年度 0人
養教一種免 平成１１年度 8人

法文学部 法政策学科 95人 130人 8人 0人

中一種免（社会） 平成１１年度 2人
高一種免（公民） 平成１１年度 8人

鹿児島大学

実地視察大学の概要
○課程認定を受けている学科等の概要

鹿児島大学 国立大学法人　鹿児島大学

学部・学科等の名称等
認定を受けている免許状の

種類・認定年度
免許状取得状況・就職状況

（平成１７年度）

免許状
取得者数



経済情報学
科

145人 146人 17人 0人

中一種免（社会） 平成１１年度 7人
高一種免（地理歴史）平成１１年度 8人
高一種免（公民） 平成１１年度 7人
高一種免（商業） 平成１１年度 7人

人文学科 155人 162人 49人 8人

中一種免（社会） 平成１１年度 7人
中一種免（国語） 平成１１年度 10人
中一種免（英語） 平成１１年度 8人
高一種免（国語） 平成１１年度 11人
高一種免（地理歴史）平成１１年度 21人
高一種免（公民） 平成１１年度 2人
高一種免（英語） 平成１１年度 16人

理学部
数理情報科
学科

40人 47人 28人 8人

中一種免（数学） 平成９年度 21人
高一種免（数学） 平成９年度 27人
高一種免（情報） 平成１４年度 14人

物理科学科 45人 47人 19人 1人

中一種免（理科） 平成９年度 2人
高一種免（理科） 平成９年度 19人
高一種免（情報） 平成１４年度 7人

生命化学科 50人 51人 21人 1人

中一種免（理科） 平成９年度 5人
高一種免（理科） 平成９年度 21人

地球環境科
学科

50人 43人 13人 2人

中一種免（理科） 平成９年度 5人
高一種免（理科） 平成９年度 13人

工学部 機械工学科 94人 72人 3人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 1人
高一種免（工業） 平成４年度 2人

電気電子工
学科

78人 85人 2人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 0人
高一種免（工業） 平成４年度 2人

建築学科 55人 45人 6人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 2人
高一種免（工業） 平成２年度 4人

応用化学工
学科

60人 63人 10人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 8人
高一種免（工業） 平成２年度 2人

海洋土木工
学科

48人 57人 12人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 1人
高一種免（工業） 平成２年度 11人



情報工学科 60人 59人 1人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 0人
高一種免（情報） 平成１３年度 1人

生体工学科 60人 45人 6人 0人

高一種免（理科） 平成１４年度 1人
高一種免（工業） 平成９年度 5人

農学部
生物生産学
科

80人 77人 15人 1人

中一種免（理科） 平成１１年度 2人
高一種免（理科） 平成１１年度 11人
高一種免（農業） 平成１１年度 10人

生物資源化
学科

60人 67人 16人 0人

中一種免（理科） 平成１１年度 0人
高一種免（理科） 平成１１年度 16人
高一種免（農業） 平成１１年度 3人

生物環境学
科

65人 72人 11人 1人

中一種免（理科） 平成１１年度 0人
高一種免（理科） 平成１１年度 8人
高一種免（農業） 平成１１年度 7人
高一種免（工業） 平成１１年度 0人

水産学部 水産学科 130人 123人 16人 3人

高一種免（水産） 昭和５０年度 3人
高一種免（理科） 昭和５０年度 14人

水産教員養
成課程

10人 12人 12人 1人

中一種免（理科） 昭和２９年度 6人
高一種免（水産） 昭和２９年度 12人
高一種免（理科） 昭和２９年度 6人

1,655人 1,666人 503人 115人

備考
・「免許状取得者数」欄の、左側には各学科等の実人数を、右側には学科等内の教員免許課
程ごとの人数を記載している。

入学定員合計 合計



委員による指摘又は指導・助言等

・平成１８年度から、教職を希望する学
生に対する支援体制を整えるため、教
育学部附属教育実践総合センターを拡
充し、教職支援室を新設するなど、大学
全体として教員養成体制の整備・充実を
図っている。

・教員養成に関する教育課程、教員組
織等について、全般的に基準を満たして
おり良好に実施されている。今後は、教
育学部を中心として、さらに全学的な教
員養成の意識の向上とともに、そのため
の組織づくりに努めてほしい。

・高度な教職専門性と教科専門性の双
方を質的に保証し、地域社会の中心的
役割を担う教育者を輩出することを教員
養成の理念としている。

・教員養成に対する理念・構想が明確化
されており、それを具体化するための全
学的な組織、教育課程・教員組織等が
十分整備されているので、今後とも教育
委員会との連携を一層図りつつ、教育
実践総合センターを中心とする教員養
成改革の成果をさらに発揮してほしい。

教
育
課
程

教
職
に
関
す
る
科
目
等

【初等教育教員養成課程】
・授業科目「教育心理学概説」において、
教育職員免許法施行規則（以下「施行
規則」という。）に定められている「各科
目に含めることが必要な事項」（以下「必
要事項」という。）である「障害のある幼
児、児童及び生徒の心身の発達及び学
習の過程」が含まれていることがシラバ
スに明示されていない。

・授業科目「国語科教育Ⅰ」等、一部の
授業科目において、使用する教科書又
は参考書に学習指導要領が明記されて
いない。

・授業科目「道徳教育論」において、施行
規則に定められている必要事項である
「道徳の指導法」が含まれていることが
シラバスに明示されていない。

・授業科目「教育学Ⅲ」「教育方法学概
論Ⅱ」において、施行規則に定められて
いる必要事項である「情報機器の活用」
「教育課程の意義及び編成の方法」「特
別活動の指導法」が含まれていることが
シラバスに明示されていない。

・各課程ともに、科目内容に重複が見ら
れたり、法令に定められている「各科目
に含めることが必要な事項」が含まれて
いるかどうかシラバスから明確でないな
どの授業科目が見られる。全課程を通じ
て、法令の趣旨に沿った教育課程が編
成されているか、法令に定められている
「各科目に含めることが必要な事項」が
網羅的に含まれた授業科目となってい
るか、その内容がシラバスに明記されて
いるかなど、細部にわたって、見直しを
行うこと。

・法令の趣旨により、指導法に関する授
業科目は、学習指導要領に掲げる事項
に即して、包括的な内容を含んだ科目で
なければならない。よって、これらの授業
科目では、教科書または参考書として学
習指導要領を使用するよう努めること。

・授業科目「教育方法学概論Ⅰ」におい
て、施行規則に定められている必要事
項である「特別活動の指導法」「教育の
方法及び技術（情報機器及び教材の活
用を含む。）」が含まれていることがシラ
バスに明示されていない。

右欄の指摘等にかかる現在の状況

個
別
的
事
項

（平成１９年２月６日（火））　鹿児島大学　実地視察委員：西嶋委員、天笠委員、山極委員、山﨑委員

全
般
的
事
項

教員養成
に対する
理念等



・授業科目「学校臨床心理」「児童生徒
理解の心理」において、施行規則に定め
られている必要事項である「進路指導の
理論及び方法」が含まれていることがシ
ラバスに明示されていない。

・授業科目「学校教育カウンセリング」に
おいて、施行規則に定められている必要
事項である「幼児理解の理論及び方法」
が含まれていることがシラバスに明示さ
れていない。

・授業科目「総合演習」について、担当教
員によって本来の科目の設置趣旨に合
致していない授業科目がある。

【中等教育教員養成課程】
・授業科目「教職研究」において、施行規
則に定められている必要事項である「教
職の意義及び教員の役割」「教員の職
務内容（研修、服務及び身分保障等を
含む）」「進路選択に資する各種の機会
の提供等」が含まれていることがシラバ
スに明示されていない。

・授業科目「教科外活動論」において、施
行規則に定められている必要事項であ
る「特別活動の指導法」が含まれている
ことがシラバスに明示されていない。

・授業科目「教育学Ⅲ」において、施行規
則に定められている必要事項である「情
報機器の活用」が含まれていることがシ
ラバスに明示されていない。

・授業科目「教育方法学概論Ⅰ」におい
て、施行規則に定められている必要事
項である「教育の方法及び技術（情報機
器及び教材の活用を含む）」が含まれて
いることがシラバスに明示されていな
い。

・授業科目「教育方法学概論Ⅱ」におい
て、施行規則に定められている必要事
項である「情報機器及び教材の活用」が
含まれていることがシラバスに明示され
ていない。

・授業科目「生活指導論」「生活指導論
Ⅱ」において、施行規則に定められてい
る必要事項である「進路指導の理論及
び方法」が含まれていることがシラバス
に明示されていない。

・「総合演習」は、本来の科目の設置趣
旨に沿って改善を図ること。すべての学
生が複数のテーマを網羅的に履修でき
るように、授業科目の内容・履修方法を
検討し、シラバスには、授業内容の具体
的なテーマを明示すること。



・シラバスにおいて、担当教員によって
記載の程度に差異が見られる。

・教職課程の担当教員は、「教職に関す
る科目」の担当教員だけでなく「教科に
関する科目」の担当教員も、教職課程の
授業科目を担当しているという意識を持
つように大学として働きかけを行って、全
学的に大学の教員養成に対する理念を
確認し、シラバスを総点検してほしい。

教
育
実
習

・２年次、３年次、４年次にそれぞれ実習
を行い、教育実習連絡協議会を通じて、
教育実習の在り方、問題点、要望等に
ついて適宜協議を行っている。

・大学の教育課程の中に適切に位置付
けられ、実習校や教育委員会との連携
協力を図るなど、その円滑な実施に努め
ている。

・教育実習を、２年次から段階的に実施
し、積み重ねていくことの効果を生かし
て、実践力向上に資する教育実習を一
層充実してほしい。

・１年次を対象とした自由選択科目「学
校環境観察実習」を開設し、離島の小中
学校を訪問し、児童生徒や教員との交
流を通じて学生の教職に対する動機付
けを図っている。

・その他、授業科目ではないが、「地域
ボランティア派遣」、「メイクふれんず事
業」、「附養クラブ」などの取組みを行っ
ている。

・離島地域における採用を踏まえた複数
免許取得等、地域の特色や要望に応じ
た履修指導をより一層充実してほしい。

・地域の特色を生かした体験活動、ボラ
ンティア活動について一層充実させてほ
しい。

・特記事項なし。 ・特記事項なし。

・教員養成のための研修プログラムの開
発と実施を目的とする教育学部附属教
育実践総合センターが開設されている。

・教育学部附属教育実践センターは、実
践的指導力を身に付けた教員養成に資
するための貴重な施設である。今後、教
育委員会との連携を図りつつ、研修プロ
グラムを開発してどのように一層の充実
を図り、機能させていくのかが重要であ
る。

・図書館は、学生の資質向上のために、
教員養成等に関する新しい資料や最新
の雑誌の補充に常に努めてほしい。

教職指導、
介護等体

験等

免許状取
得状況及
び教員就
職状況

施設・設備
の状況


